
総 会 運 営 規 程 

(目的) 
第１条 この規程は、公益社団法人全国調理職業訓練協会（以下「協会」という。）の定款第

５章の規定に基づき総会の議事の方法に関する事項について定め、それによって総会の適正

かつ円滑な運営を図ることを目的とする。 
 
（遵守義務） 
第２条 正会員は、法令及び定款並びにこの規則を遵守しなければならない。 
 
（正会員の出席） 
第３条 正会員は、総会に出席しなければならない。 
２ 正会員の代理出席は、認めない。 
 
（正会員以外の者の出席） 
第４条 外部理事及び外部監事は、総会に出席しなければならない。 
２ 協会の職員は、理事、監事を補助するため、議長の許可を受けて総会に出席することがで

きる。 
 
（資格） 
第５条 総会の議長は、定款第２７条の規定に基づき会長がこれにあたる。なお、会長が欠け

たとき又は会長に事故があるときは、副会長がこれにあたる。 
 
（権限） 
第６条 議長は、総会の秩序を維持し、議事を整理するため必要な措置をとることができる。 
２ 議長は、その命令に従わない者、その他当該総会の秩序を乱す者を退場させることができ

る。 
 
（議長不信任動議の審議） 
第７条 議長は、当該議長の不信任の動議の審議に当たっても職務を行うことができる。 
 
（開会） 
第８条 開会の予定時刻が到来したときは、議長は、正会員の出席の状況を確認の上、開会を

宣言しなければならない。 
 
（出席状況の報告） 
第９条 議長は、開会を宣言した後、議事に入る前に、総会の正会員の出席の状況を報告しな

ければならない。 
２ 前項の報告は、協会の事務局職員をして行わせることができる。 
 
（議題の審議順序） 



第１０条 議長は、あらかじめ招集通知に記載された順序に従い議題を付議する。ただし、そ

の順序変更理由を述べて、その順序を変更することができる。 
２ 議長は、複数の議題又は議案を一括して付議することができる。 
 
（理事等の報告及び説明） 
第１１条 議長は、議題を付議した後、理事に対し、当該議題に関する事項の報告又は議案の

説明を求めるものとする。理事は、議長の許可を受けた上で、補助者に報告又は説明をさせ

ることができる。 
２ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第４３条の規定による正会員提案に係る場

合にあっては、議長は、当該正会員に議案の説明を、理事又は監事に対しては上記提案に対

する意見を求めるものとする。 
 
（発言の許可） 
第１２条 正会員は、議長の許可を受けてから発言しなければならない。 
２ 正会員の発言の順序は、議長が決定する。 
 
（発言の内容及び制限又は中止） 
第１３条 正会員は、簡潔明瞭に発言しなければならない。 
２ 議長は、議事の進行上必要があると認めるときは、発言時間を制限し又はその発言を中止

させることができる。 
 
（発言の時機） 
第１４条 正会員は、議題に関する事項の報告又は議案についての説明終了後でなければ、当

該議題又は議案に関し発言することができない。 
 
（説明義務者） 
第１５条 正会員の質問に対する説明は、会長又はその指名した者が行う。 
２ 正会員の監事に対する質問の説明は、監事が行う。 
３ 理事は、議長の許可を受けた上で、補助者に説明をさせることができる。 
 
（一括説明） 
第１６条 理事又は監事は、正会員の質問に対して一括した説明をすることができる。 
 
（説明の拒絶） 
第１７条 理事又は監事は、質問が次の理由に当たるときは、説明を拒絶することができる。 
 （１） 質問事項が、総会の目的事項に関しないものである場合 
 （２） 説明することにより正会員その他の者（当該正会員を除く。）の利益及び権利を害

することとなる場合 
 （３） 説明するために調査をすることが必要である場合 
 （４） その他説明をしないことにつき正当な理由がある場合 
 



（修正動議） 
第１８条 正会員は、付議された議案につき修正の動議を提出することができる。 
２ 前項の場合、議場に修正動議の採否を諮らなければならない。ただし、これを省略してた

だちにその動議を審議に付することができる。 
３ 議長は、修正動議を原案と一括して審議することができる。 
 
（質疑及び討論の打ち切り） 
第１９条 議長は、議案について質疑及び討論が尽くされたと認めたときは、質問若しくは意

見を述べようとする正会員がいる場合でも、これを打ち切って審議を終了させ採決すること

ができる。 
 
（採決） 
第２０条 議長は、採決は議案ごとにしなければならない。ただし、一括して審議した議案に

ついては、これを一括して採決することができる。 
 
（採決の方法） 
第２１条 議長は、採決について、賛否を確認できるいかなる方法によることができる。 
 
（採決の結果の宣言） 
第２２条 議長は、採決が終了したときは、その結果を宣言しなければならない。 
 
（延期又は続行） 
第２３条 総会を延期又は続行する場合は、総会の決議による。 
２ 前項の場合、延会又は継続会の日時及び場所についても決議しなければならない。ただし、

その決定を議長に一任することを妨げない。 
３ 延会又は継続会の日は、最初の総会の日より２週間以内に日時及び場所を定めなければな

らない。 
 
（閉会） 
第２４条 議長は、全ての議事を終了したとき、又は延期若しくは続行が決議されたときは、

閉会を宣言する。 
 
（規程の改廃） 
第２５条 この規程の改廃は、総会の決議を経て行うものとする。 
 
附則 
  この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」と

いう。）第１０６条第１項に定める公益社団法人の設立の登記の日から施行する。 



理 事 会 運 営 規 程 

 
（目的） 
第１条 この規程は、公益社団法人全国調理職業訓練協会（以下「協会」という。）の定款第

６章の規定に基づき、理事会の議事及び運営の方法に関する事項について、基本的な事項を

定め、それによって理事会の適正かつ円滑な運営を図ることを目的とする。 
 
（構成） 
第２条 理事会は、すべての理事をもって構成し、業務執行に関する重要事項を決定するとと

もに、理事の職務の遂行を監督する。 
２ 監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べなければならない。 
 
（役員以外の出席） 
第３条 理事会は、必要に応じて理事及び監事以外の者の出席を求め、資料の提供、説明及び

意見等を求めることができる。 
 
（理事会の種類及び開催） 
第４条 理事会は、通常理事会及び臨時理事会とする。 
２ 通常理事会は、定款第３６条の規定に基づき開催する。 
３ 臨時理事会は、定款第３６条第３項の規定に基づき、必要があると認めたときに開催する。 
 
（招集及び手続） 
第５条 理事会は、定款第３７条の規定に基づき、会長が招集する。なお、会長が欠けたとき

又は会長に事故があるときは、副会長が招集する。 
２ 理事会の招集通知は、定款第３７条第３項の規定に基づき、会議の日時、場所、目的であ

る事項を記載した書面をもって、開催日の７日前までに、理事及び監事に対して通知しなけ

ればならない。 
 
（欠席） 
第６条 理事及び監事は、理事会を欠席する場合には、あらかじめ招集権者に対して、その旨

を通知しなければならない。 
 
（議長） 
第７条 理事会の議長は、定款第３８条の規定に基づき、会長がこれにあたる。なお、会長が

欠けたとき又は会長に事故があるときは、副会長がこれにあたる。 
 
（定足数） 
第８条 理事会は、理事の総数の過半数出席により成立する。この開催の定足数には、委任状

の提出によることはできない。 
 
（決議の方法） 



第９条 理事会の決議は、決議に加わることができる理事の過半数が出席し、出席した者の過

半数をもって決する。 
２ 前項の決議について特別の利害関係を有する理事は、その議決に加わることはできない。

この場合、その理事の数は、前項の理事の数に算入しない。 
３ 第１項の規定にかかわらず、理事が、理事会の決議の目的である事項について提案をした

場合において、当該提案につき理事（当該事項について、議決に加わることができるものに

限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監事が当該提案に

ついて異議を述べたときを除く。）は、その提案を可決する旨の理事会の決議があったもの

とみなす。 
 
（決議事項） 
第１０条 次の事項は、理事会の決議を経なければならない。 
 （１） 事業計画及び予算の策定 
 （２） 事業報告書、収支計算書の承認 
 （３） 正会員、賛助会員の入会及び特別会員、名誉会員の選任 
 （４） 委員会の運営等に関し必要な事項 
 （５） 事務局の組織及び運営に関し必要な事項 
 （６） その他法令及び定款に定める事項並びに協会の運営上必要かつ重要な事項 
２ 会長は、前項決議事項(法的事項を除く。)であっても、緊急の処理を要するため、理事会

に付議できないときは、理事会の決議を経ないで、業務を執行することができる。ただし、

この場合にあっては、会長は、次の理事会に付議し、承認を得なければならない。 
 
（業務執行理事） 
第１１条 定款第１３条第３項に定める業務執行理事のうち１名は、事務局担当業務を行う。 
 
（報告） 
第１２条 会長及び業務執行理事は、各自の職務の執行の状況及び重要と認められる事項並び

に法令に定められた事項について、理事会に報告しなければならない。 
２ 理事及び監事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知したときは、当該事項を理事

会へ報告することを要しない。 
 
（議事録） 
第１３条 理事会の議事録については、書面又は電磁的記録をもって作成し、議事の経過の要

領及びその結果並びにその他法令に定める事項を記載又は記録して、出席した会長及び監事

がこれに記名、押印又は電子署名をしなければならない。 
２ 前項の議事録は、１０年間協会の事務局に備え置かなければならない。 
 
（欠席者に対する通知） 
第１４条 議長は、理事会の経過の要領及びその結果につき、欠席した理事及び監事に対して

通知しなければならない。 
 
（規程の改廃） 



第１５条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行うものとする。 
 
 
附則 
  この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」と

いう。）第１０６条第１項に定める公益社団法人の設立の登記の日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 



委 員 会 規 程 

 
 

 
（目的） 
第１条 この規程は、公益社団法人全国調理職業訓練協会定款第５９条の規定に基づき委員会

の構成等と基本的事項を定める。 
 
（委員会の種類、設置等） 
第２条 委員会は、常設委員会と特別委員会の２種類とする。 
２ 常設委員会は、総務委員会、企画委員会、広報委員会及び資格認定委員会とする。 
３ 特別委員会は、特に必要があると認められた案件を審議する目的で期限等を定めて設ける

委員会とする。 
４ 常設委員会の設置及び廃止は、理事会において審議し決定する。ただし、特別委員会の設

置及び廃止は、会長が必要に応じて行うことができる。 
 
（事業年度） 
第３条 委員会の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 
 
（委嘱） 
第４条 各委員会の委員は、正会員及び学識経験者等から推薦により、理事会の承認を経て、

会長が委嘱する。 
２ 会長は、委員会の推薦により、委員会の円滑な職務執行のため、必要に応じて専門家を委

嘱することができる。 
 
（構成） 
第５条 各委員会の委員は、委員長１名を含む１０名以内とする。 
２ 各委員会の委員長は、常務理事とし、副委員長は、委員の互選により選出し、会長が任命

する。 
 
（任期） 
第６条 各委員会の委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。 
２ 各委員会に欠員が生じ委員を補充する場合の任期は、前任者の残任期間とする。 
 
（審議事項） 
第７条 各委員会は、公益社団法人全国調理職業訓練協会の業務に必要な案件を作成し審議す

る。 
２ 委員会の職務に関し、会長が必要と認めたときは、その審議又は調査を他に委託すること

ができる。 
 
（召集） 
第８条 各委員会開催は、委員長が召集する。 



 
（議長） 
第９条 各委員会の議長は、委員長があたる。ただし、委員長に事故があるときは、副委員長

がこれにあたるものとする。 
 
（定足数） 
第１０条 各委員会は、その委員の半数以上の出席がなければ、開催することはできない。 
 
（表決） 
第１１条 各委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の

決するところによる。 
２ 前項前段の場合において、委員長は、委員会の表決に委員として加わることができない。 
 
（報告） 
第１２条 各委員会の委員長は、審議を終了したときは、速やかに書面をもって、その経過及

び結果を理事会に報告しなければならない。 
 
（運営） 
第１３条 委員会は、原則非公開とする。 
 
（庶務） 
第１４条 各委員会の庶務は、事務局でこれを処理する。 
 
（雑則） 
第１５条 会長は、この規程に定めるもののほか、必要に応じて各委員会の運営に関する規程

を、理事会の承認を得て定めることができる。 
 
 
附則 
  この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」と

いう。）第１０６条第１項に定める公益社団法人の設立の登記の日から施行する。 
 
 



 1

  委員会設置と運営規程 

 
（目  的） 
第１条 公益社団法人全国調理職業訓練協会（以下「協会」という）は、会務 
の運営を円滑適正に行い、関係事業を協力に推進し、協会の発展を図るため、 
次の委員会を設置する。 

  （１） 総務委員会 
  （２） 企画委員会 
  （３） 広報委員会 
  （４） 資格認定委員会 
２ 協会の会長（以下「会長」という）が必要と認めたときは、常務理事会の 
承認を得て、特別の委員会を随時設置し、解散することができる。 

 
（委  員） 
第２条 各委員会の定数は１０名以内とし、次の委員を置く。 
  （１） 委員長   １名 
  （２） 副委員長  １名 
  （３） 委員    ６名 

 
（委員の資格と委嘱及び任期） 
第３条 委員会の委員長は専務理事とし、副委員長並びに委員は理事及 
び正会員のなかから、常務理事会の推薦により会長が委嘱する。 

２ 委員の任期は、定款第１７条を準用する。 

 
（委員会顧問の委嘱と任期） 
第４条 委員会顧問は、必要に応じて正会員及び学識経験者のうちから、常務 
理事会の推薦により会長が委嘱する。 

２ 委員会顧問の任期は、定款第２０条を準用する。 

 
（委員会の招集） 
第５条 委員会の開催は、会長又は委員長が必要と認めたとき招集する。 
２ 委員会を構成する委員３分の１以上から要請のあるときは、委員長は委員 
会を開催しなければならない。 

 
（委員会の議事） 
第５条 委員会の議事進行は委員長が行う。委員長欠席の場合は副委員長が代 
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行する。 
２ 委員会は、構成委員の過半数の出席によって成立する。 
３ 委員会の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは委員 
長の決するところによる。 

 
（報告書の提出） 
第６条 委員長は、委員会において審議した事項は、遅滞なく会長、副会長、 
専務理事あてに報告書を提出しなければならない。 

 
（重要事案の理事会への上程） 
第７条 前条により報告した事案のなかで重要な事項については、会長の指示 
を受けて、直近の理事会へ上程しなければならない。 

 
（委員会の所掌会務） 
第９条 委員会は、次の分掌事項の審議及び提言のほか、会長、常務理事会及 
び理事会が付託する事項を審議検討する。 

  （１） 総務委員会 
     ① 協会の組織及び会員の資格に関すること。 
     ② 諸規則の企画立案に関すること。 
     ③ 事務局の管理運営及び経理に関すること。 
     ④ 事業計画及び予算･決算に関すること。 
     ⑤ 各委員会の連絡調整に関すること。 
     ⑥ 他の委員会に属さない事項。 
     ⑦ 関係行政機関及び関係諸団体との連絡、調整に関すること。 
  （２） 企画委員会 
     ① 技能向上のための研究会、講習会、講演会等の企画と開催に関

すること。 
     ② 認定保持者の交流と会員施設への支援に関すること。 
     ③ 各種教材及び参考書の頒布に関すること。 
     ④ 書籍出版及び出版物の紹介に関すること。 
     ⑤ 講師及び指導員派遣事業に関すること。 
  （３） 広報委員会 
     ① 会報発行（毎月 1 回発行）に関すること。 
     ② 関連事業の情報収集に関すること。 
     ③ 協会活動に関する広報（パンフレット等）に関すること。 
     ④ 会員相互の情報交換取りまとめに関すること。 
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  （４） 資格認定委員会 
     ① 資格事業認定施設の審査に関すること。 
     ② 認定規程の企画立案に関すること。 
     ③ 技能評価テスト問題の作成と審査に関すること。 
     ④ 資格事業の合否基準の策定及び合否の決定に関すること。 
     ⑤ 資格事業の新規立ち上げに関すること。 
     ⑥ 認定保持者の交流と会員施設への支援に関すること。 
     ⑦ 各種教材及び参考書の作成に関すること。 
     ⑧ 認定事業指導員の研修に関すること。 

 
第１０条 各委員会を合理的に進めるために、分科会（認定事業別）を立ち上

げることができる。 
２ 分科会の取り纏めは、各委員長が、これにあたる。 

 
第１１条 この規程に定めのない事項及び規定の改廃、変更は、理事会の決議

を経て施行する。 

 
 
 附則 

この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人

及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関

する法律（以下「整備法」という。）第１０６条第１項に定める公益社団法人

の設立の登記の日から施行する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



文書処理規程 

 
 
 

第１章 総則 
（目的） 
第１条 この規程は、公益社団法人全国調理職業訓練協会（以下「協会」という。）における

文書の処理について、基本的な事項を定めることを目的とする。 
 
（定義） 
第２条 この規程において「文書」とは、協会の運営に関する書類であって、協会に到達した

もののうち、決裁又はこれに準ずる処理（以下「決裁等」という。）を必要とするもの、協

会の内部でその所管事項につき決裁等を必要とするもの及び決裁に係るもので協会内部に

送付し、又は外部に発送するものをいう。 
２ この規程において「文書管理」とは、文書の受付、配布、起案、発送、整理、保管及び保

存を組織的に計画し、実行し、統制することをいう。 
３ この規程において「規程」とは、協会の運営に関する基本的な準則を定めるものをいう。 
４ この規程において「要領」とは、協会の業務を実施するために必要な具体的準則を定める

ものをいう。 
５ この規程において「細則」とは、規定及び要領の委任に基づいて個別的事項を具体的に定

めるもの又は委任に基づかないが重要な具体的事項を定めるものであって、これに準ずるも

のをいう。 
６ この規程において「通達」とは、規定及び要領を施行するため、その運用の方針、解釈等

を示したもの又は協会の運営に関する細目的事項、疑義解釈等を示したものをいう。 
 
（適用範囲） 
第３条 協会における文書は、別に定めるものを除き、この規程によって処理しなければなら

ない。 
 

第２章 文書処理の原則 
（文書による処理） 
第４条 協会における事務の処理は、原則として、すべて文書をもって行わなければならない。 
２ 電話等で照会、回答、報告、打合せ等をしたときは、軽微なものを除き、その旨を摘記し

て文書に準じて処理しなければならない。 
 
（用語） 
第５条 文書の作成に当たっては、正しい内容をやさしい言葉と行き届いた表現で表わすよう

に努めなければならない。 
 
（書式、文体等） 
第６条 文書の書式は、漢字かなまじり、左横書きとし、句読点をつける。ただし、特別の事

情があるときは、この限りではない。 
２ 文体は口語体とし、文字は、内閣告示に基づく常用漢字、送り仮名の付け方及び現代かな

づかいによるものとし、数字は、原則として算用数字を用いる。 



 
（文書処理の方針） 
第７条 文書は、正しく、早く、責任をもって処理しなければならない。 
 
第８条 文書の処理を命じる者は、その処理期限を明示するとともに、処理を促進させなけれ

ばならない。 
２ 文書を処理する者は、その処理の終わった日付を当該文書に明示しなければならない。 
 

第３章 文書管理主管課及び文書管理責任者 
（文書管理の主管） 
第９条 協会の文書管理をする課（以下「文書管理主管課」という。）は、総務課とする。 
２ 文書管理の責任を負い、この規程の実施について責任を追う者（以下「文書管理責任者」

という。）は、総務課長とする。 
３ 文書管理責任者は、それぞれ文書処理に関し、随時、その状況を監査し、改善に関し必要

な指導を行わなければならない。 
 

第４章 文書の受付及び発送 
（文書の受付） 
第１０条 到着文書は、すべて文書管理主管課が台帳に登録して受け付ける。 
 
（開封、配布等） 
第１１条 文書管理主管課で受け付けた文書は、「秘」又は「親展」の表示がある文書を除き、

文書管理主管課において開封したうえ、関係者に配布する。ただし、総務課長が軽易な文書

と認めたものについては、前条の手続きを省略することができる。 
２ 「秘」又は「親展」の表示がある文書を開封した者は、開封した文書が協会の通常の事務

に関する文書であると認めたときは、ただちに、文書管理責任者に返送しなければならない。 
 
第１２条 前条第１項の規定により受け付けた文書のうち重要なものは、総務課長が閲覧し、

特に重要なものは、事務局長の指示を受ける。 
 
（文書の発送） 
第１３条 文書の発送は、すべて文書管理主管課が台帳に登録した後行う。ただし、総務課長

が軽易な文書と認めたものについては、前条の手続きを省略することができる。 
 
第１４条 発送文書には、原則として、公印及び契印を押さなければならない。 
 
（発送文書） 
第１５条 発送文書は、その種類、内容の軽重に従い、協会名、会長名、専務理事名、常務理

事名、事務局長名、課長名で発送する。 
 

第５章 起案、決裁等 
（起案） 
第１６条 文書の起案は、その文書に係る事務を主管する課が行う。この場合において、重要

な事項については、あらかじめ、上司の指示を受けなければならない。 
 



（文書の区分） 
第１７条 起案された文書のうち決裁等を要するものは、次に掲げる区分による表示をしなけ

ればならない。 
 （１） 会長までの決裁等を要するもの・・・・・・・・・甲 
 （２） 副会長・専務理事までの決裁等を要するもの・・・乙 
 （３） 常務理事までの決裁等を要するもの・・・・・・・丙 
 （４） 事務局長までの決裁等を要するもの・・・・・・・丁 
 （５） 課長までの決裁等を要するもの・・・・・・・・・戊 
 
（決裁事項による決裁区分） 
第１８条 決裁事項による決裁区分は、別表第１に定めるところによる。 
 
（会長の決裁文書の進達） 
第１９条 会長の決裁等を受ける文書は、原則として、事務局長が進達する。 
 
（代決） 
第２０条 決裁権者が不在の場合で、急を要する文書については、次の各号に掲げる者が代決

の表示をして決裁することができる。 
 （１） 決裁権者が会長の場合は、副会長 
 （２） 決裁権者が専務理事の場合は、総務担当常務理事 
 （３） 決裁権者が常務理事の場合は、事務局長 
 （４） 決裁権者が事務局長の場合は、総務課長 
２ 前項の規定により決裁をすることができる者が決裁したときは、事後においてすみやかに、

当該決裁権者に報告しなければならない。 
 
(合議) 
第２１条 起案された文書のうち、決裁等を要するもので他の課の担当事務に関係があるもの

は、その課に合議しなければならない。 
 
（供覧） 
第２２条 各課で配布を受け、又は作成した資料、報告等の文書で、業務上参考となるため、

課長以上の関係者に見せる必要のあるものは、供覧しなければならない。 
 
（報告） 
第２３条 職員は、会議、調査等が終わったときは、ただちに上司に口頭で報告し、なお必要

がある場合は報告書を提出しなければならない。 
 
（規程、要領及び達の処理） 
第２４条 協会において定める規程、要領及び細則には、すべて年月日及び番号を付け、総務

課において、規程原簿、要領原簿及び細則原簿に所要事項をそれぞれ記載しなければならな

い。 
 

第６章 文書の保管及び保存 
（整理） 
第２５条 処理を終わった文書のうち、保管を必要とするものは、別に定めるところに従って



分類し、必要に応じてただちに取り出せるように整理保管しなければならない。 
 
(保管) 
第２６条 起案された文書で決裁、供覧又は報告を終わり、その事案について完結したものは、

各課において保管する。 
 
（保管期間） 
第２７条 保管期間は、原則として、文書の処理が終わった日の属する月の末日から１年間と

する。 
 
（保存の通則） 
第２８条 保管期間を経過した文書のうち、永久又は一定期間にわたり権利の得喪を明らかに

し、又は事後の参考とするため必要があるもの（以下「保存文書」という。）は、文書管理

主管課において、法令又は特別の定めのあるもののほか、原則として、次の３種に分けて保

存しなければならない。 
 （１） 第１種   永年 
 （２） 第２種   ５年 
 （３） 第３種   ２年 
 
第２９条 前条に定める保管期間は、文書管理主管課が保存文書として引き継ぎを受けた翌月

から起算する。 
 
（保存分類の基準） 
第３０条 文書を保存するに当たっては、文書保存種別判定基準（別表第２）によって行わな

ければならない。 
 
（保存文書の引継） 
第３１条 文書取扱課は、保存を必要とする文書を文書管理主管課に引き継がなければならな

い。 
 
（廃棄） 
第３２条 保存中の文書で保存期間を経過したものは、文書管理責任者が廃棄する。 
２ 前項の場合については、廃棄状況を常に記録しておかなければならない。 
 

第７章 秘密文書 
（秘密文書の取扱い） 
第３３条 協会における業務上の文書のうち、その内容により、他に漏らしてはならないもの

（以下「秘密文書」という。）は、この規程の定めるところにより取扱わなければならない。 
 
（秘密文書の区分） 
第３４条 前条に定める秘密文書は、次の２種とする。 
 （１） 秘文書    協会の機密、理事会の議事、協会の経理等に関する文書で、一時又

は長期にわたり、特定の関係者以外に漏らしてはならないもの 
 （２） 人事機密文書 人事管理上の理由により、関係者以外に知らせてはならないもの 
 



（秘密区分の指定等） 
第３５条 秘密文書の区分については、当該事項を所掌する事務局長が指定し、又は変更し、

若しくは廃止する。 
 
（秘密文書の表示） 
第３６条 秘密文書には、それぞれの区分を原議書に表示しなければならない。 
 
（秘密文書の発送） 
第３７条 秘密文書を発送する場合は、親展扱いとする。 
 
（改廃） 
第３８条 この規程の改廃は、理事会の決議によるものとする。 
 
 
附則 
  この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」と

いう。）第１０６条第１項に定める公益社団法人の設立の登記の日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
別表第１ 
 
 決裁を要する事項  決裁区分 
 １ 定款の変更に関すること。 
 ２ 総会及び理事会の招集に関すること。 
 ３ 三役会及び常務理事会の招集に関すること。 
 ４ 総会若しくは理事会に対する提出議案又は総会若しくは理事会の

議事録に関すること。 
 ５ 三役会及び常務理事会に対する提出議案又は常務理事会の議事録

に関すること。 
 ６ ３及び４以外の重要な会議又は行事の開催に関すること。 
 ７ 規程の制定又は改廃に関すること。 
 ８ 会員又は会費に関すること。 
 ９ 細則又は公告に関すること。 
１０ 法務に関すること。 
１１ 建議、要望又は陳情に関すること。 
１２ 事業計画及び収支予算の作成又は変更に関すること。 
１３ 決算、長期借入金の借入れ又は借換え、財産の処分、財務諸表の作

成、契約の締結その他協会の財務及び会計に関すること。 
１４ 短期借入金の借入れ又は余裕金の運用に関すること。 
１５ 業務の委託又は受託に関すること。 
１６ 役員の人事又は給与に関すること。 
１７ 職員の人事又は給与に関すること。 
１８ 役員の出張に関すること。 
１９ 職員の出張に関すること。 
２０ 回答、報告等に関すること。 
２１ 催し物等に対する協会の後援、協賛、推薦等に関すること。 
２２ 規程、要領及び細則の解釈に関する新たな決定に関すること。 
２３ 表彰に関すること。 
２４ 職員に対する懲戒に関すること。 
２５ １から２４までに掲げるもののほか、境界の業務の運営に関するこ

と。 

甲 
甲 
甲 
甲又は乙 
 
乙 
 
甲又は乙 
甲又は乙 
甲又は乙 
乙又は丙 
乙又は丙 
甲、乙又は丙 
甲又は乙 
甲、乙又は丙 
 
丙 
乙又は丙 
甲又は乙 
甲又は乙 
甲又は乙 
乙又は丙 
乙、丙又は丁 
甲、乙又は丙 
乙、丙又は丁 
甲又は乙 
甲又は乙 
甲、乙、丙又は

丁 
 
備考 
  この表中、決裁区分の表示が甲のみであるもの、乙のみであるもの、丙のみであるものを

除き、決裁区分の表示の決定は、事務局長が決裁を要する事項の内容の軽重とを勘案してす

るものとする。 
 
 
 
 
 
 



 
別表第２ 

文書保存種別判定基準 
第１種 
 １ 登記に関する文書 
 ２ 規程、要領及び細則の制定又は改廃に関する文書 
 ３ 総会、理事会若しくは三役会・常務理事会に対する提出議案又は、総会、理事会若しく

は三役会・常務理事会の議事録 
 ４ 内閣府の認可書又は内閣府に対する認可の申請に関する文書 
 ５ 内閣府に対する届書又は報告に関する文書 
 ６ 業務に関する争訟文書  
 ７ 役員の選任又は解任に関する文書 
 ８ 職員の人事に関する文書で特に重要なもの 
 ９ 表彰に関する文書で重要なもの 
１０ 毎事業年度の事業計画及び収支予算に関する文書 
１１ 毎事業年度の財務諸表その他決算に関する文書 
１２ 業務又は経理の状況の監査結果に関する文書 
１３ 帳簿等で特に重要なもの 
１４ １から１３までに掲げるもののほか、総務課長が永年保存を必要と認めるもの 
 
第２種 
 １ 職員の人事に関する文書で重要なもの 
 ２ 職員の給与に関する文書で重要なもの 
 ３ 表彰に関する文書で軽易なもの 
 ４ 広報に関する文書で重要なもの 
 ５ 文書の管理に関する文書 
 ６ 借入金の借入れ又は償還計画に関する文書 
 ７ 契約に関する文書 
 ８ 出納、債権の管理、物品の管理その他財務及び会計に関する文書 
  
９ 業務に関する調査又は報告に関する文書で重要なもの 

１０ 陳情又は要望で重要なもの 
１１ 帳簿等で重要なもの 
１２ １から１１までに掲げるもののほか、総務課長が５年の保存を必要と認めるもの 
 
第３種 
 １ 職員の人事に関する文書で軽易なもの 
 ２ 職員の給与に関する文書で軽易なもの 
 ３ 職員の服務に関する願書又は届書 
 ４ 広報に関する文書で軽易なもの 
 ５ 業務に関する調査又は報告に関する文書で軽易なもの 
 ６ 陳情又は要望で軽易なもの 
 ７ 帳簿等で重要なもの 
 ８ １から７までに掲げるもののほか、総務課長が２年の保存を必要と認めるもの 



公印取扱規程 
第１章 総則 

（目的） 
第１条 この規程は、公益社団法人全国調理職業訓練協会（以下「協会」という。）における

公印の作製、交付、使用及び保管等に関する事項を定めることを目的とする。 
 
（定義） 
第２条 この規程において、「公印」とは、業務上作成された書類に使用する印章であって、

その印影を押すことにより、当該文書が真正なものであることを認証することを目的とする

ものをいう。 
 

第２章 作製 
（作製） 
第３条 公印は、別表の「名称」欄に掲げるものについて作製する。 
 
（形状及び寸法） 
第４条 公印は、方形の印面の周囲に一条の外側縁線を附し、その内側に組織の名称又は職名

を明瞭な字体をもって右縦書き浮き彫りとする。この場合において、組織の名称又は職名の

次に「之印」の文字を加えて刻印するものとする。 
２ 公印の寸法は、別表の「寸法」欄に掲げるとおりとする。 
３ 公印の印材には、容易に摩滅又は腐食しない硬質のものを使用するものとする。 
 
（新刻、改刻及び廃止） 
第５条 公印の新刻、改刻及び廃止は、事務局長が会長の承認を得て行うものとする。 
 

第３章 登録等 
（登録） 
第６条 事務局長は、公印を作製したときは、公印登録簿（様式第１号）に当該公印の種別及

び使用開始年月日を記入し、その印影を登録しなければならない。 
２ 事務局長は、公印を廃止したときは、前項の公印登録簿に廃印年月日及び廃止をした理由

を記入しなければならない。 
３ 公印登録簿は、事務局に備え付けるものとする。 
 
（交付） 
第７条 事務局長は、前条第１項の規定に基づき、公印の登録をしたときは、その公印の使用

開始年月日を定めて次条第２項に規定する公印管理責任者に交付しなければならない 
 

第４章 管理、保管等 
（管理主管課及び管理責任者） 
第８条 公印管理主管課は、総務課とする。 
２ 公印管理責任者は、公印の種別ごとに別表に定めるとおりとし、公印の管理、使用その他

一切の責任を負うものとする。 
 
（取扱責任者） 



第９条 公印管理責任者は、公印の保管、使用その他公印取扱についての事務の全部又は一部

を行わせるため、公印取扱責任者をおくことができる。 
 
（保管） 
第１０条 公印は、公印管理責任者が特別の事情があり、止むを得ないものと認めた場合を除

き、持ち出してはならない。 
２ 公印取扱責任者は、出勤及び退出の際は、公印の異常の有無を点検し、公印を公印箱に収

め、施錠のうえ、公印管理責任者が指定する箇所に格納しなければならない。 
３ 公印取扱責任者は、公印の紛失又は破損の事故があったときは、ただちに公印管理責任者

に報告しなければならない。 
４ 公印管理責任者は、前項の規定により報告を受けたときは、ただちに事務局長に報告し、

指示をあおがなければならない。この場合、事務局長は、すみやかに改刻、その他必要な指示

又は手続を行うものとする。 
 

第５章 押印等 
（押印） 
第１１条 公印は、原則として、公印管理責任者又は公印取扱責任者が決裁を終了した原議と

照合のうえ、朱肉を使用して明確に押印するものとする。 
 
（印影の印刷） 
第１２条 多数の文書、表彰状及び感謝状等に押印する必要がある場合には、当該公印の印影

を文書に印刷して押印に代えることができる。この場合においては、あらかじめ、印刷部数

及び印刷を必要とする理由を明らかにして、事務局長の承認を受けるものとする。 
 
（使用範囲） 
第１３条 公印は、決裁を受けた文書を施行するときに限り、使用するものとし、会長印、副

会長印、専務理事印、常務理事印及び監事印の押印を必要とするものについては、公印使用

簿（様式第２号）に記入して、使用するものとする。 
 

第６章 廃印の返納等 
（返納） 
第１４条 公印管理責任者は、公印が不要となったときは、ただちに事務局長に報告し、指示

をあおぐとともに、すみやかに当該公印を事務局長に返納しなければならない。 
２ 事務局長は、前項の規定により返納を受けたときは、１年間保管し、その期間満了後に廃

棄するものとする。 
 
（改廃） 
第１５条 この規程の改廃は、理事会の決議によるものとする。 
 
   
附則 
  この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」と

いう。）第１０６条第１項に定める公益社団法人の設立の登記の日から施行する。 
 



 
 
 

別表 
 

   
名            称 

寸     法 
（ミリメートル）

 
管理責任者 

 
公益社団法人全国調理職業訓練協会 
 
公益社団法人全国調理職業訓練協会会長 
 
公益社団法人全国調理職業訓練協会副会長 
 
公益社団法人全国調理職業訓練協会専務理事 
 
公益社団法人全国調理職業訓練協会常務理事 
 
公益社団法人全国調理職業訓練協会監事 
 
公益社団法人全国調理職業訓練協会事務局長 
 
公益社団法人全国調理職業訓練協会契約担当役 
 
公益社団法人全国調理職業訓練協会出納担当役 
 
公益社団法人全国調理職業訓練協会物品管理役 
 
公益社団法人全国調理職業訓練協会現金出納役 
 
公益社団法人全国調理職業訓練協会物品出納役 
 

 
角２３×２３ 

 
丸１８ 

 
丸１６ 

 
同   上 

 
同   上 

 
同   上 

 
丸１４ 

 
同   上 

 
同   上 

 
同   上 

 
同   上 

 
同   上 

 

総務課長 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 様式第１号 

公 印 登 録 簿 
 公印の種別      
  
公印使用開

始年月日 
押  印 廃印年月日 廃止した理由 廃棄年月日 備  考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     

 
 
 
 様式第２号 

公 印 使 用 簿 
 公印の種別      
 
年月日 文書番号 文書の種

類・件名 
押印種類 宛先 使用課 使用者 

氏 名 
備 考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

       

 
(注) 様式第１号及び様式第２号については、公印の種別ごとに区分して備え付けるものとす

る。 



会 計 規 程  

 
第１章  総 則 

 
（目的） 
第１条 この規程は、定款第７章「資産及び会計」に関する必要事項を定め、公益社団法

人全国調理職業訓練協会（以下｢協会｣という。）の業務の適性かつ効率的な運営を図るこ

とを目的とする。 
 
（法令等の関係） 
第２条 協会の財務及び会計に関しては、法令、定款及び本規程の定めるところによる。 
 
（会計原則） 
第３条 協会は、次に掲げる原則に従って、財務諸表（貸借対照表及び正味財産増減計算

書をいう。以下同じ。）及び付属明細書並びに財産目録を作成しなければならない。 
 （１） 財務諸表は、資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を会計

帳簿に基づいて事業及び財務の状況に関する真実な内容を明瞭に表示するもので

なければならない。 
 （２） 財務諸表は、世紀の簿記の原則に従って正しく記帳された会計帳簿に基づいて

作成しなければならない。 
 （３） 会計処理の原則及び手続き並びに財務諸表の表示方法は、毎事業年度これを継

続して適用し、みだりに変更してはならない。 
 （４） 収入及び支出は、予算書に基づいて行わなければならない。 
 
（経理の区分） 
第４条 経理の区分は、次のとおりとする。 
 （１） 法人（一般）会計 
 （２） 公益目的事業会計 
 （３） 収益事業会計 
 
（法人会計） 
第５条 法人会計は、協会の法人としての維持管理及び運営等について必要な経費とする。

この法人会計年度予算額は、会費の全額及び公益目的事業会計の事業年度収入の１０％

以内の額を充当する。 
 
（公益目的事業会計） 
第６条 介護食士資格事業会計は、資格の認定、資格の教育に係わる指導者の養成、教育

技術の指導及びそのための研修会の開催並びに介護食士事業推進普及等に必要な経費と

する。 
 



（年度所属区分） 
第７条 協会の資産、負債、正味財産の増減及び振替並びに収入・支出の発生は、その原

因である事実の発生した日の属する年度により、年度所属を区分する。ただし、これに

より難い場合は、その原因である事実を確認した日の属する年度により、年度所属を区

分する。 
 
（帳簿書類の保存・処分） 
第８条 経理に関する帳簿、伝票及び書類の保存期間は、次のとおりとする。 
 （１） 財務諸表            永久 
 （２） 会計諸帳票及びその書類     ５年 
 （３） 収支予算書           ２年 
 （４） その他の書類          ２年 
２ 前項の保存期間は、決算に関する理事会終結の日から起算するものとする。 
 
（長期借入金） 
第９条 長期借入金は、理事会及び総会の承認を経て行うことができる。 
２ 前項の規定による長期借入金の返済方法については、理事会及び総会に報告しなけれ

ばならない。 
 
（会計機関） 
第１０条 協会は、次に掲げる会計機関を設けるものとし、その担当する事務は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 
 （１） 契約管理者    契約その他収入又は支出の原因となる行為及び債権の管理

を担当する。 
 （２） 出納管理者    債務者に対する納入の請求及び出納員に対する現金、預金

又は有価証券の出納命令並びに各勘定科目の振替命令を担

当する。 
 （３） 出納員      出納管理者の命令を受けて現金、預金及び有価証券の出納

並びに保管を担当する。 
 （４） 固定資産管理者  固定資産の維持管理を担当する。 
２ 前項の会計機関は、代表理事（会長）が職員の中からこれを任命する。 
３ 代表理事（会長）は、会計機関に任命された者に事故があるときは、臨時にその事務

を代理させるものを任命する。 
４ 代表理事（会長）又はその委任を受けた者は、会計機関の所掌に属する事務の一部を

補助させるため、職員のうちから補助者を命ずることができる。 
５ 会計機関のうち、出納管理者と出納員は、その職を兼ねることができない。 
 

第２章  予 算 
 
（収支予算の目的） 
第１１条 収支予算は、各事業年度の事業計画の内容を明確な計数をもって表示し、かつ、



収支予算と実績との比較検討を通じて事業の円滑な運営を図ることを目的とする。 
 
（予算の内容） 
第１２条 予算は、収入予算書及び支出予算書をもって構成する。 
２ 借入金限度額及び債務負担額は、これを予算書に明記する。 
３ 収入予算及び支出予算は、経理の別に、その性質又は目的に従って大科目及び中科目

に区分する。 
 
（補正予算） 
第１３条 予算の作成後に生じた事由により、予算に変更を加える必要がある場合には、

補正予算を作成することができる。 
 
（支出予算の流用） 
第１４条 予算の執行にあたり、各科目間において相互に流用しないこととする。ただし、

代表理事（会長）が予算の執行上必要があると認めたときは、その限りとしない。 
 

第３章  勘定科目及び会計帳簿 
 
（勘定科目の設定） 
第１５条 この法人の会計においては、財務及び会計のすべての状況を的確に把握するた

め必要な勘定科目を設ける。 
２ 各勘定科目の名称は、別に定める勘定科目表による。 
 
（会計帳簿） 
第１６条 協会は、次の主要簿を備え、すべての取引を記帳しなければならない。 
 （１） 総勘定元帳 
２ 協会は、原則として次に掲げる補助簿を備え、関係事項を記帳しなければならない。 
 （１） 現金出納帳 
 （２） 固定資産台帳 
 （３） 基本財産明細表 
 （４） 会計明細帳 
３ 会計帳簿は、公正な会計慣行の様式により作成するものとする。 
４ 補助簿は、これを必要とする勘定科目について備え、会計伝票及び総勘定元帳と有機

的関連のもとに作成しなければならない。 
 
（会計伝票） 
第１７条 一切の取引に関する記帳整理は、会計伝票により行うものとする。 
２ 会計伝票は、証憑に基づいて作成し、証憑は会計伝票との関連付けが明らかとなるよ

うに保存するものとする。 
３ 会計伝票には、勘定科目、取引年月日、数量、金額、相手方等取引内容を簡単かつ明

瞭に記載しなければならない。 



 
（証憑） 
第１８条 証憑とは、会計伝票の正当性を立証する書類をいい、次のものをいう。 
 （１） 請求書 
 （２） 領収書 
 （３） 証明書 
 （４） 稟議書 
 （５） 検収書、納品書及び送り状 
 （６） 物品購入申請書 
 （７） 各種計算書 
 （８） 契約書、覚書その他の証書 
 （９） その他取引を裏付ける参考書類 
 
（記帳） 
第１９条 総勘定元帳は、すべて会計伝票に基づいて記帳しなければならない。 
２ 補助簿は、会計伝票又はその証憑書類に基づいて記帳しなければならない。 
３ 毎月末において補助簿の借方、貸方の合計及び残高は、総勘定元帳の当該項目の金額

と照合確認しなければならない。 
 
（帳簿の更新） 
第２０条 帳簿は、原則として会計年度ごとに更新する。 
 

第４章  金 銭 
 
(金銭) 
第２１条 金銭とは、現金（小切手その他現金と同一の機能をもつものを含む。以下同じ。）

及び預金をいう。 
 
（現金出納の明確化） 
第２２条 出納員は、現金の出納及び保管を厳正、確実に行い、現金出納帳に日々出納を

記帳し、常に現金在高を明確にしなければならない。 
 
（証拠の授受） 
第２３条 金銭の出納は、収納をしたときは、領収書を発行し、支払をしたときは、相手

方から正当な領収書その他の証拠書類を受け取ることにより行わなければならない。 
 
（支払） 
第２４条 支払は、原則として小切手又は銀行振込によって行う。 
２ 金銭を支払う場合には、最終受取人からの請求書、その他取引を証する書類に基づい

て、出納責任者の承認を得て行うものとする。 
３ 銀行振込の方法により支払を行う場合は、領収書を受け取らないことができる。 



 
（支払期日） 
第２５条 金銭の支払は、別に定める一定日に行うものとする。ただし、やむを得ない支

払については、この限りでない。 
 
（前金払い） 
第２６条 賃貸料、委託費、保険料等前払いすることが適当であると代表理事（会長）が

認める経費については、前金払いをすることができる。 
 
（概算払い） 
第２７条 旅費その他概算払いをすることが適当であると代表理事（会長）が認める経費

については、概算払いをすることができる。 
 
（手許現金等） 
第２８条 手許現金は、必要最低額を除き取引銀行に預金しなければならない。 
２ 出納責任者は、現金について毎日の現金出納終了後、その在高と帳簿残高を照合しな

ければならない。 
３ 預貯金については、毎月１回、その残高を帳簿残高と照合し、経理責任者に報告しな

ければならない。 
 
（過不足） 
第２９条 金銭に過不足が生じたときは、出納官吏者は、速やかにその事由を調査して、

必要な措置を採らなければならない。 
 

第５章  契 約 
 
（契約方法） 
第３０条 契約は、一般競争入札に対し、当該契約の目的に従い、最高又は最低の価格に

よる入札者と締結するものとする。 
 
（指名競争入札） 
第３１条 契約が次の各号の一に該当する場合に二おいては、前条の規定にかかわらず、

指名競争入札の方法により契約を締結することができる。 
 （１） 契約の性質及び目的により競争に加わるべきものが少数で、一般競争入札に付

する必要がないとき。 
 （２） 一般競争入札に付することが不利と認められとき。 
 （３） 前２号に規定するもののほか、事業運営上必要があるとき。 
２ 随意契約によることができる場合においては、指名競争入札に付することを妨げない。 
 
（随意契約） 
第３２条 契約が次の各号の一に該当する場合においては、第３１条第２号の規定にかか



わらず、随意契約の方法により契約を締結することができる。 
 （１） 契約の性質又は目的が競争を許さないとき。 
 （２） 緊急を要する場合で、競争に付することができないとき。 
 （３） 競争に付することが不利と認められるとき。 
 （４） 前各号に規定するもののほか、事業運営上必要があるとき。 
 
（契約者） 
第３３条 契約を締結しようとするときは、その履行に関し必要な事項を記載した契約書

を作成しなければならない。ただし、軽易な契約については、契約書の作成を省略し、

又はこれに代わる書類をもって処理することができる。 
 

第６章  資 産 
 
（資産の評価） 
第３４条 資産の記帳価額は、原則として取得価額によるものとする。 
２ 資産の取得価額は、その取得のために要した直接費及び間接費の合計額とする。ただ

し、寄付又は交換により取得した資産については、適正な評価額によるものとする。 
 
（資産の保管） 
第３５条 協会の資産の保管は、次の各号に定めるところにより行わなければならない。 
 （１） 現金、預金若しくは貯金の通帳又は預り証及びこれらに準ずる証書は、厳重な

鍵のかかる容器に保管しなければならない。 
 （２） 有価証券は、銀行等に保護預けを行い、又はこれに準ずる確実な方法で保管し

なければならない。 
 （３） 不動産は、登記をし、かつ、土地については常時その境界を明らかにし、土地

以外の不動産については、損害保険に付しておかなければならない。 
 （４） 不動産及び物品は、常に良好な状態において管理し、その用途に応じて最も効

果的に運用しなければならない。 
 
（債権の管理） 
第３６条 債権の管理については、債権の発生原因及び内容に応じ、財政上協会の利益に

最も適合するように処理しなければならない。 
 
（債権の免除等） 
第３７条 協会の債権は、その全部を免除し、又はその効力を変更することができない。

ただし、債権を行使するために必要な費用がその債権の額を超えるとき、又は代表理事

（会長）が債権の効力を変更することが明らかに協会に有利であると認めたときは、こ

の限りでない。 
 

第７章  決 算 
 



（決算の目的） 
第３８条 決算は、一般会計期間の会計記録を整理し、財務及び会計のすべての状態を明

らかにすることを目的とする。 
 
（財務諸表等） 
第３９条 経理責任者は、年度決算に必要な手続きを行い、次に掲げる財務諸表等を作成

し、代表理事（会長）に報告しなければならない。 
 （１） 貸借対照表 
 （２） 正味財産増減計算書 
 （３） 貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書 
 （４） 財産目録 
 
（財務諸表等の確定） 
第４０条 代表理事（会長）は、第３９条の財務諸表等について、事業報告とともに監事

の監査を受けた後、監事の意見を添えて理事会へ提出し、その承認を経た上で、総会にお

いて承認を得て決算を確定する。 
 

第８章  弁償責任 
 
（会計機関の事務を行う者等の義務と弁償責任） 
第４１条 会計機関に任命された者、その者の事務を代理させられた者及びこれらの者の

事務の一部を補助することを命じられた者（以下「会計機関の事務を行う者」という。）

は、協会の財務及び会計に関し適用される法令及びこの規程に準拠し、かつ、予算の定

めるところに従い、善良な管理者の注意をもって、それぞれその職務を行わなければな

らない。 
２ 会計機関の事務を行う者は、故意又は重大な過失により前項の規定に違反する行為を

したことにより、協会に損害を与えたときは、その損害の弁償の責に任じなければなら

ない。 
３ 前項の規定は、役員又は職員が、業務上保管し、又は使用する不動産若しくは物品を

亡失し、若しくは損傷したときに準用する。 
 
（責任の分割） 
第４２条 第４１条の場合において、損害が２人以上の者の責に帰すべきであると認めら

れるときは、それらの者は、それぞれ、その職分に応じ、かつ、各人の行為が当該損害

の発生の原因となった程度に応じて弁償の責に任じなければならない。 
 
（改廃） 
第４３条 この規程の改廃は、理事会の決議によるものとする。 
 
附則 
  この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益



財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整

備法」という。）第１０６条第１項に定める公益社団法人の設立の登記の日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別紙 
 
収支予算書及び収支計算書に係る科目及び取扱要領 
 
（収入の部） 
科目 取扱要領 
大科目 中科目 
基本財産運用収入 
 
 
 
 
賦課金収入 
 
 
 
 
事業収入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
寄付金収入 
 
 
 
雑収入 
 
 
 
基本財産収入 
 

 
基本財産利息収入 
基本財産配当金収入 
基本財産賃借料収入 
 
 
入会金収入 
正会員年会費収入 
賛助会員会費収入 
 
 
研修会費収入 
Ｃ＆Ｂコーディネーター認定証収入

ラッピングクリエータ認定証収入 
カフェクリエーター認定証収入 
介護食士認定証収入 
介護食士施設認定収入 
教本頒布収入 
熟練者講習収入 
 
 
寄付金収入 
募金収入 
 
 
受取利息収入 
雑収入 
 
 
基本財産収入 
 

基本財産の運用によ

る収入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一部公益収入 
 
 
 
公益事業 
公益事業 
一部公益事業 
 
 
 
 
 
 
 
運用財産の運用によ

る利息収入 
 
 
基本財産として指定

された現金・預金収

入 
 
 



 
科目 取扱要領 
大科目 中科目 
 
固定資産売却収入 
 
 
 
 
 
 
敷金・保証金戻り収入 
 
 
 
借入金収入 
 
 
 
特定預金取崩収入 
 
 
 
繰入金収入 
 
 
前期繰越収支差額 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
土地売却収入 
建物売却収入 
車輌運搬具売却収入 
什器備品売却収入 
電話加入権売却収入 
 
 
敷金戻り収入 
保証金戻り収入 
 
 
短期借入金収入 
長期借入金収入 
 
 
退職給与引当預金取崩収入 
減価償却引当預金取崩収入 
 
 
繰入金収入 
 
 
前期繰越収支差額 

 
 
固定資産の売却によ

る収入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
他会計よりの受入金

 

 
 
 
 
 
 



 
（支出の部） 
科目 取扱要領 
大科目 中科目 
通常経費支出 
 
 
 
 
人件費支出 
 
 
 
 
事務所費支出 
 
 
 
 
 
 
 
旅費交通費支出 
 
 
 
 
会議費支出 
 
 
 
 
 
 
事業費支出 
 
 

 
 
 
 
 
 
事務局長手当 
事務員手当 
嘱託手当 
 
 
消耗品費 
事務印刷費 
通信運搬費 
交際費 
賃貸費 
報酬・委託手数料 
 
 
出張手当 
出張旅費 
 
 
 
総会費 
理事会費 
三役会議費 
常務理事会 
 
 
 
研修会費 
資料費 
認定委員会費 
認定証印刷費 

原則として、法人の

各種の業務を管理す

るため、毎年度経常

的に要する支出 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
原則として、当該法

人の事業の目的のた

めに直接要した支出

で通常経費（管理費）

以外のもの 
 
 



 
科目 取扱要領 
大科目 中科目 
 
 
 
 
 
関係団体負担金支出 
 
 
 
租税公課支出 
 
 
固定資産取得支出 
 
 
 
 
 
 
 
 
敷金・保証金支出 
 
 
 
借入金返済支出 
 
 
 
特定預金支出 
 
 
 
繰入金支出 

教本制作印刷費 
熟練者講習 
講師謝金 
雑支出 
 
 
調理技能センター会費 
食文化財団会費 
 
 
法人税 
 
 
土地購入支出 
建物購入支出 
構築物購入支出 
車輌運搬具購入支出 
什器備品購入支出 
建設仮勘定支出 
電話加入権購入支出 
 
 
敷金支出 
保証金支出 
 
 
短期借入金返済支出 
長期借入金返済支出 
 
 
退職給与引当預金支出 
減価償却引当預金支出 
 
 
繰入金支出 

必要に応じて、事業

の種類ごとに区分し

て記載する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
固定資産の取得に要

した支出 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
他会計への支出 

 
 



 
科目 取扱要領 
大科目 中科目 
予備費 
 
 
当期収支差額 
 
 
次期繰越収支差額 

 
予備費 
 
 
当期収支差額 
 
 
次期繰越収支差額 

収支予算書上の科目

 
 
 
 
 
資金の範囲は原則と

して現金預金及び短

期金銭債権債務とす

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
２ 正味財産増減計算書に係る科目及び取扱要領 
 
 
（増加の部） 
科目 取扱要領 
大科目 中科目 
 
資産増加額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
負債減少額 

 
 
当期収支差額 
 
 
土地受増額 
 
 
土地購入額 
 
 
建物購入額 
構築物購入額 
車輌運搬具購入額 
什器備品購入額 
建設仮勘定増加額 
電話加入権購入額 
敷金増加額 
保証金増加額 
棚卸資産増加額 
退職給与引当預金増加額 
減価償却引当預金増加額 
 
 
短期借入金返済額 
長期借入金返済額と 
移植給与引当金取崩額 
 

 
 
収支計算書における

当期収支差額 
 
受贈による固定資産

の増加額 
 
購入等による固定資

産の増加額 

 
 
 
 
 
 



 
（減少の部） 
科目 取扱要領 
大科目 中科目 
 
資産減少額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
負債増加額 
 
 
 
 
当期正味財産増減額 
 
 
前期繰越正味財産額 
 
 
 
期末正味財産合計額 

 
 
当期収支差額 
 
 
土地売却額 
建物売却額 
構築物除却額 
車輌運搬具売却額 
什器備品売却額 
電話加入権売却額 
建物減価償却額 
構築物減価償却額 
車輌運搬具減価償却額 
什器備品減価償却額 
敷金減少額 
保証金減少額 
棚卸資産減少額 
退職給与引当預金取崩額 
減価償却引当預金取崩額 
 
 
短期借入金増加額 
長期借入金増加額 
退職給与引当金繰入額 
 
 

 
 
収支計算書における

当期収支差額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
当年度における正味

財産の純増価額 
 
前年度末の貸借対照

表の正味財産額合計

額 
 
当期正味財産増加額

と前期繰越正味財産

額の合計 
 



 
３ 貸借対照表及び財産目録に係わる科目及び取扱要領 
 
（資産の部） 
科目 取扱要領 
大科目 中科目 
 
流動資産 
 
 
 
 
 
 
 
 
固定資産 
基本財産 
 
 
 
 
 
 
その他の固定資産 
 

 
 
現金預金 
 
未収入金 
未収金 
棚卸資産 
前払金 
 
 
 
 
土地 
建物 
減価償却引当預金 
 
 
 
 
土地 
建物 
構築物 
車輌運搬具 
什器備品 
建設仮勘定 
電話加入権 
敷金 
退職給与引当預金 
減価償却引当預金 
 

 
 
現金・当座預金・普通預金・定期預

金他 
 
 
 
 
 
 
 
定款において基本財産と定められた

資産 
 
基本財産たる固定資産の減価償却相

当額を特定預金とした場合の預金 
 
 
 
固定資産の減価償却を行っている場

合には、減価償却累計額を示すこと

 
 
 
 
 



 
（負債の部） 
科目 取扱要領 
大科目 中科目 
 
流動負債 
 
 
 
 
固定負債 

 
未払金 
前受金 
預り金 
短期借入金 
 
 
長期借入金 
退職給与引当金 
 

 
事業費支出等の未払額 
会費収入等の前受額 
源泉所得額、社会保険料等の預り金

返済期限が１年未満の借入金 
 
 
返済期限が１年以上の借入金 

 
 
（正味財産の部） 
科目 取扱要領 
大科目 中科目 
 
正味財産の部 

 
 
正味財産 
（うち基本金） 
（うち当期正味財産増加額）

 

 
資産の合計額が負債の合計額

を超える額 

 
 
 



監事監査規程 

 
（監査の目的） 
第１条 公益社団法人全国調理職業訓練協会（以下「協会」という。）の監事の監査は、公益

社団法人全国調理職業訓練協会定款第 16 条第１項の規定に基づき、協会の業務の適正、か

つ、能率的な運営を確保することを目的とする。 
 
（監査の方法） 
第２条 監事は、書面監査、実地監査その他適当と認める方法によって定時又は臨時に監査を

行う。 
２ 監事は、必要に応じて業務の報告を求め、又は業務及び財産の状況を調査し、もしくはそ

の帳簿書類その他の物件を検査することができる。 
 
（監査事項） 
第３条 監査は、次の事項について実施する。 
 （１） 諸法規、協会の規程、要領、細則等の実施状況 
 （２） 事務能率、業務運営合理化の状況 
 （３） 予算実施計画、事業実施計画及び資金計画の執行状況 
 （４） 資産の取得、管理及び処分に関する事項 
 （５） 決算報告及び財務諸表 
 
（監査への協力） 
第４条 監査にあたっては、協会職員は、監査に協力しなければならない。 
 
（監事の総会、理事会等の会議への出席及び意見の開陳） 
第５条 監事は、総会、理事会その他重要な会議に出席して意見を述べなければならない。 
２ 業務に関する重要な会議については、事務局長は事前に開催日時、場所、目的及び議題等

を監事に通報するものとする。 
 
（監査の補佐） 
第６条 監事は、会長の承認を得て職員に監査を補佐させることができる。この場合において、

監査の事務に従事する職員は、監査の結果について他に発表してはならない。 
 
（監事に回付する文書） 
第７条 次の各号に掲げる文書は、監事に回付するものとする。 
 （１） 内閣府に対する認可又は承認の申請に関する文書 
 （２） 規程、要領、細則等の制定及び改廃に関する文書 
 （３） 業務運営の基本方針決定に関する文書 
 （４） 契約に関する文書 
 （５） 訴訟に関する文書 
 （６） その他業務上重要な文書又は業務上異例にわたる文書 
 
（事故等の報告） 
第８条 役職員は、業務上事故その他異例の事態が生じたときは、ただちにこれを監事に通報



するものとする。 
 
（意見の提出） 
第９条 監事は、監査の結果に基づき必要があると認めたときは、会長又は内閣府に対して意

見を提出するものとする。この場合において、必要があると認めるときは、改善案を付する

ものとする。 
 
（改廃） 
第１０条 この規程の改廃は、理事会の決議によるものとする。 
 
 
附則 
  この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」と

いう。）第１０６条第１項に定める公益社団法人の設立の登記の日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
監事に回付する文書について 
 
  
１ 内閣府に対する認可又は承認の

申請に関する文書 
 

・ 事業計画及び収支予算 
・ 収支変更予算 
・ 事業報告及び収支決算・  

 

２ 規程、要領、細則等の制定及び改

廃に関する文書 
・ 規程、要領、細則及びこれらに

準ずるもの 
 

３ 業務運営の基本方針決定に関す

る文書 
・ 事業実施に係る基本方針等に係

る文書 
 

４ 契約に関する文書 ・ 予定価格が250万円を超える工

事又は製造をさせる契約 
・ 予定価格が160万円を超える加

工又は修理をさせ又は物件の購入

をする契約 
・ 上記以外の契約で予定価格が

100万円を超えるものの契約 

 
 
 
 
 
 

５ 訴訟に関する文書   
６ その他業務上重要な文書又は業

務上異例にわたる文書 
・ 理事会、総会の開催及び提出す

る議案に係る文書 
・ 協会の主要行事の実施計画に係

る主たる文書 
・ 事務局長が海部を必要と認める

文書 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



表 彰 規 程 

 
 
（目的） 
第１条  この規程は、公益社団法人全国調理職業訓練協会（以下、「協会」と

いう。）が行う表彰に関する事項を定めることを目的とする。 

 
（表彰の種類） 
第２条  表彰の種類は、次の各号のとおりとする。 
  １ 協会会長表彰 
  ２ 協会会長感謝状 
  ３ 勤続表彰  

 
（表彰の対象及びその基準） 
第３条  表彰の対象及びその基準は、次の表の左欄に掲げるものを対象とし

て、同表の中欄を基準とし、同表の右欄に掲げる表彰を行うことができる。 

対象 表彰の基準 表彰の種類 

協会役員 在任期間が通算して７期（14 年）以上の者 協会会長表彰 

在任期間が通算して３期（６年）以上の者であっ

て役員を退任した者 
協会会長感謝状

その他特に必要と認められる者 協会会長表彰 
又は 
協会会長感謝状

正会員 会員期間が 20 年以上で、協会の事業に積極的に協

力した者 
協会会長表彰 

会員期間が 15 年以上で、協会の事業に積極的に協

力した者 
協会会長感謝状

その他特に必要と認められる者 協会会長表彰 
又は 
協会会長感謝状

賛助会員 会員期間が 15 年以上で、協会の事業に積極的に貢

献又は協力した者 
協会会長感謝状

その他特に必要と認められる者 協会会長感謝状

正会員 
教職員 

教職員として在職期間が 15 年以上で、正会員から

推薦された者 
協会会長表彰 



正会員 
教職員 

 

教職員として在職期間が 10 年以上で、正会員から

推薦された者 
協会会長感謝状

その他協会の目的に積極的に貢献又は協力した者

で、正会員から推薦された者 
協会会長表彰 
又は 
協会会長感謝状

協会事務

局職員 
勤続期間が 20 年以上の者 勤続表彰 

勤続期間が 15 年以上の者 

勤続期間が 10 年以上の者 

その他 協会事業に積極的に貢献又は協力した者 協会会長表彰 
又は 
協会会長感謝状

 
（教職員の推薦） 
第４条  前条の規定による教職員の被表彰者の推薦は、様式１により協会会

長に推薦するものとする。 

 
（被表彰者の選考・決定） 
第５条  被表彰者の選考は、三役会（会長、副会長、専務理事）が行う。 
２ 被表彰者は、理事会の承認を経て会長が決定する。 

 
（表彰の方法） 
第６条  表彰は、通常総会及び記念式典の会場又は協会事務局において行う。 
 ただし、理事会において特に必要と認めた場合は、この限りでない。 
２ 表彰に当たっては、表彰状又は感謝状を贈呈する。 
３ 前項の規定による表彰状又は感謝状の贈呈に当たっては、記念品又は金員

を贈呈することができる。 

 
（その他） 
第７条  本規程に定めのない事項については、必要に応じてそのつど定める

ものとする。 
 

（改廃） 
第８条 この規程の改廃は、理事会の決議によるものとする。 
 

 

 



附則 
  この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法

人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に

関する法律（以下「整備法」という。）第１０６条第１項に定める公益社団法

人の設立の登記の日から施行する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式１ 
令和  年  月  日 

 

教職員表彰候補者推薦調書 

 
学校名； 

 
会員名； 

 

推薦順位 氏名 性別 生年月日 勤続年数 

 フリガナ             
 

年 
 
 

区  分 常 勤

非常勤

教 員 
職 員 

専 任 
兼 任 

当教科課目（職員にあっては、担当職名） 

 

現住所：〒 
                ＴＥＬ   （   ） 

（推薦理由） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注） １ 氏名は、楷書で正確に記入してください。 
   ２ 区分については、該当するものに○印をつけてください。 



慶 弔 規 程 
（目 的） 
第１条 この規程は公益社団法人全国調理職業訓練協会の正会員に所属する学校（以

下「会員校」という）に慶弔が生じた場合の慶弔金等の贈呈に関する事項を定める

ことを目的とする。 
２ 前項に定める慶弔の範囲は会員校を対象とし、学園及び併設校は除くものとする。 
３ 会員校以外等に生じた慶弔についてはそのつど役員会で協議の上決定する。 
 
（慶弔金） 
第２条 この規程による慶弔金とは、次の各号に掲げるものとする。 
（１） 祝 金 
（２） 香 典 
（３） 見舞金 
 
（祝 金） 
第３条 会員校に、次の各号に掲げる慶事のあった場合は、別表（１）に定める各欄

の当該各欄に掲げる金額等を祝金として贈呈する。 
（１） 学校の祝事の場合 
（２） 叙位・叙勲・褒章・功労等を受けた場合 
    但し、理事長及び学校長とする。 
 
（香 典） 
第４条 会員校に、次の各号に掲げる弔事のあった場合は、別表（２）に定める各欄

の当該各欄に掲げる金額等を香典として贈呈する。 
（１） 会員校の理事長及び学校長の死亡した場合。 
 
（見舞金） 
第５条 会員校に、次の各号に掲げる事項のあった場合は、別表（３）に定める各欄

の当該見舞金を贈呈する。 
（１） 会員校の理事長及び学校長の傷病等により２週間以上病床にある場合。 
２ 前項第１号の規程にかかわらずその他の事項で見舞等が生じた場合。 
 
（改 正） 
第６条 この規程の改正は、理事会の承認を経て会長が行う。 
 
附則 
  この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び

公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

（以下「整備法」という。）第１０６条第１項に定める公益社団法人の設立の登記の

日から施行する。 



 

 
慶弔規程別表 
 
 
（１）祝 金 

号      区         別   金  額 
 １  学校の祝事の場合  １５，０００円

 ２  叙位・叙勲・褒章・功労等を受けた場合 
 （１号～２号とも祝金又は生花とする。） 

 １５，０００円

 
 
（２）香 典 

号      区         別   金  額 
 １  会員校の理事長及び学校長の死亡した場合  ２０，０００円

  １号の他に生花及び弔電については役員会で決

定する。 
 １５，０００円

 
 
（３）見舞金 

号 区         別   金  額 
 １  会員校の理事長及び学校長の傷病等により２週

間以上病床にある場合 
 １０，０００円

 
 
 
 
 
 



情 報 公 開 規 程  
 
（目 的） 
第１条  この規程は、公益社団法人全国調理職業訓練協会（以下「当該法人」とい

う。）における「公益法人の設立許可及び指導監督基準」（平成８年９月２０日閣議

決定）及び「公益法人の設立許可及び指導監督基準の運用方針」（平成８年１２月１

９日公益法人等の指導監督等に関する関係閣僚会議幹事会申し合わせ）に定める情

報公開に関する事項を規定する。 
 
（管 理） 
第２条  当該法人の情報公開に関する事務は、事務局が統括管理する。 
 
（情報公開の対象となる資料及び備え置き） 
第３条  当該法人の情報公開の対象となる資料は次の各号に掲げるものとし、情報

公開に係る資料の閲覧場所に常時備え置くものとする。 
 （１）  定款 
 （２）  会員名簿 
 （３）  役員名簿 
 （４）  役員の報酬等の支給の基準を記載した書類 
 （５）  事業計画書及び収支予算書 
（６）  事業報告書及びその附属明細書 

 （７）  貸借対照表及びその附属明細書 
 （８）  損益計算書（正味財産増減計算書）及びその附属明細書 
 （９）  監査報告書 
（１０）  運営組織及び事業活動の状況の概要 
（１１）  認可等及び登記に関する書類 
（１２）  理事会及び総会の議事に関する書類 
（１３）  その他法令で定める帳簿並びに書類 
２ 前項の資料は次のものとする。 
 （１）  前項（１）、（２）及び（３）については、可能な限り最新の状態のもの。 
 （２）  前項（６）、（７）及び（８）については、「公益法人会計基準」（平成１

６年１０月１４日公益法人等の指導監督等に関する関係省庁連絡会議申合

せ）に準拠し作成されたもの。 
３ 第１項の資料のうち、（６）、（７）及び（８）については、当該事業年度の終了後

３ヶ月以内に備え、５年間備え置くものとし、（５）については、当該事業年度の開

始後３ヶ月以内に備え、次事業年度の資料が備え置かれるまでの間備え置くものと

する。 
 
（閲覧場所及び閲覧日時） 
第４条  当該法人の公開する情報閲覧場所は、事務局とする。 



２ 閲覧の日は、当該法人の休日以外の日とし、閲覧の時間は、午前１０時００分か

ら午後４時００分までとする。 
 
 
（閲覧申請の方法及び閲覧の実施等） 
第５条  当該法人の公開する情報の閲覧を希望する者から、第３条に定める資料の

閲覧の申請があったときは、次の各号に定めるところにより取り扱うものとする。 
 （１）  様式１に定める閲覧申請書に必要事項を記入し提供を受ける。 
 （２）  事務局担当者は、閲覧申請書が提出されたときは、様式２に定める閲覧

受付簿に必要事項を記入する。 
２ 第３条第１項に掲げる資料以外の資料について閲覧を求められた場合は、情報公

開の対象を第３条第１項に掲げる資料としている旨を説明する。 
３ 第３条第１項に掲げる資料の内容等に関して説明を求められた場合には、事務局

長又はその指示する者が応答し、様式３に定める質疑応答記録簿に記載し整理する。 
４ 公開された情報は、閲覧のみとし、複写（コピー）等は、禁止する。 
 
（改廃） 
第６条 この規程の改廃は、理事会の決議によるものとする。 
 
 
附則 
  この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び

公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

（以下「整備法」という。）第１０６条第１項に定める公益社団法人の設立の登記の

日から施行する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
様式１ 

閲覧申請書 
 
公益社団法人全国調理職業訓練協会 
  会  長  遠  山  巍  殿 
 

申請年月日： 令和  年  月  日 
 
                  申請者氏名： 
 
                  申請者住所： 〒 
 
                  電話番号 ： 
 
 閲覧の目的 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 閲覧対象資料（該当するものに○をつけてください） 
 １  定款      ２  役員名簿      ３  会員名簿 

 
４  事業報告書   ５  収支計算書     ６  正味財産増減計算書  

 
７  貸借対照表   ８  財産目録      ９  事業計画書     

 
１０ 収支予算書 

 
 



 
様式２ 

 
閲覧受付簿 

 
受付番号 受付年月日 申込人氏名 受付担当者氏名 備  考 

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 

    

 
 ※ 受付番号は、年度毎に更新する。 
 
 
 



 
様式３ 

 
質疑応答記録簿 

 
受付

番号 
受 付 
年月日 

 
申込人氏名 

応答者 
役職氏名 

 
質  疑 

 
応  答 

 
 
 

     

 
 
 

     

 
 
 

     

 
 
 

     

 
 
 

     

 
 
 

     

 
 
 

     

 
 
 

     

 
 
 

     

 
 
 
 



 
講 師 規 程 

 
（目的） 
第１条 この規程は、公益社団法人全国調理職業訓練協会（以下「協会」とい

う。）の研修会に係る講師について定めることを目的とする。 

 
（講師） 
第２条 協会が行う研修会の講師は、次の講師をいう。 
 （１）認定施設以外から依頼する講師を、外部講師という。 
 （２）認定施設に依頼する講師を、内部講師という。 

 
（委嘱） 
第３条 講師は、協会の業務に関し学識、経験を有するもののうちから委嘱す

る。 
２ 委嘱する時間は、研修次第に応じて依頼する。 

 
（謝金） 
第４条 講師に支払う謝金は、次のとおりとする。 
 （１）外部講師  １時間当たり   １５，０００円 
 （２）内部講師  １時間当たり   １０，０００円 

 
（その他） 
第５条 この規程に定めるもののほか、研修に関する必要な事項は、その都度

定めるものとする。 

 
 
 
附則 
 この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人

及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関

する法律（以下「整備法」という。）第１０６条第１項に定める公益社団法人

の設立の登記の日から施行する。 

 
 
 



 
顧問に関する規程 

 
（目的） 
第１条 この規程は、公益社団法人全国調理職業訓練協会（以下「協会」とい

う。）の顧問について定めることを目的とする。 

 
（委嘱） 
第２条 顧問は、理事会の決議を得て会長がこれを委嘱する。 

 
（委嘱期間） 
第３条 顧問の任期は委嘱後２年以内に終了する事業年度のうち、最終のもの

に関する定時総会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

 
（解嘱） 
第４条 顧問は、委嘱期間が満了したとき、又は委嘱の必要がなくなったとき

は、解嘱される。 

 
（諮問） 
第５条 顧問は、この協会の重要な事項について、会長の諮問に応じるものと

する。 

 
（謝金） 
第６条 顧問は、無報酬とする。ただし、その職務を行うために要する費用を

弁償することができる。 

  
（その他） 
第７条 この規程に定めるもののほか、顧問に関する必要な事項は、その都度

定めるものとする。 

 
 
附則 
 この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人

及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関

する法律（以下「整備法」という。）第１０６条第１項に定める公益社団法人

の設立の登記の日から施行する。 
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